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人事院・政府が検討している「給与制度の総合的見直し」

等に関する要請書

日夜、地方自治発展に努力しておられる貴職に対し、心から敬意を表します。

さて、政府は昨年、国家公務員給与の特例減額措置に準じた給与の減額を地方自治体へ要請するとともに、地方交付税を削減し実質的に強制するという地方自治・労使自治を根底から否定する暴挙に出ました。結果として数多くの自治体が要請に応えるという事態となり、地方６団体でも共同声明を発表して遺憾の意が示されるなど、今後の国と地方自治体のあり方に多くの課題が投げかけられました。

さらに、政府は昨年11月15日の閣議決定において、2014年度以降の国家公務員の特例減額措置は終了するものの、引き続き、総人件費の抑制など行政改革に取り組むこととし、給与体系の抜本的改革について人事院に検討を要請しました。一方、人事院は昨年８月８日に突如として地域間、世代間配分の見直しをはじめとする「給与制度の総合的見直し」の検討を報告し、11月の政府の閣議決定を踏まえて「総合的見直しに向けた検討を早急に進め、必要な勧告を行う」との人事院総裁談話を発表しています。

すでに2006年の給与構造改革において、地方公務員の給与水準は大幅に引き下げられており、「それでもなお高い」という批判を踏まえた見直しに対して強い憤りを禁じ得ません。2006年以降の地方財政危機の間に、地方経済は極めて厳しい環境に置き去りにされ、あらゆる分野における大都市圏との格差が拡大しています。今回の見直しの目的は地方公務員給与のさらなる引き下げと地方交付税削減、そして地方切り捨てであることは明白です。このような政府・人事院の姿勢は断じて認めることはできません。

地方公務員が住民の期待に応え、東日本大震災からの一刻も早い復興・再生はもとより、解決を迫られるさまざまな課題に的確に対処し、住民生活の安心と安全を確保していくためには、公務員に相応しい労働条件の維持・改善、そのための地方交付税確保が不可欠です。
　つきましては、私たちは下記の事項について要請しますので、貴職におかれましても、主旨をご理解いただき、各町村において国への要請を行うよう努力されるとともに、国や人事院に明確な反対の姿勢を示し、全国町村会を通じるなどして、意見具申にご尽力いただけますようお願いいたします。

記

１．政府の「地域の元気創造事業費」「がんばる地域交付金」については、影響の大小にかかわらず、財政措置を通じた「ペナルティ」であり、地方自治体の主体性や独自性を否定し、国と地方の信頼関係を喪失しかねないきわめて問題のある制度である。行革誘導であるほか、標準的な行政サービスの財源を保障し、中立・公平な算定であるべき交付税制度や地方自治、地方分権の理念に反するため、制度廃止にむけて取り組むこと。
２．人事院が検討している「給与制度の総合的見直し」は、地方自治体にとって地方交付税の削減につながる重要な問題である。

政府の「総人件費抑制」の目的をただすとともに、以下のような課題が山積されていることから、人事院や総務省など関係方面へあらゆる機会を通じて働きかけを行うこと。

（１）地域間配分の見直しについて

①　地方６団体に対して、全くの情報提供がなされずに一方的な検討が進められているが、関係方面に対して情報開示・提供を早急に求めること。

②　昨年11月の閣議決定後の総務副大臣通知において、「地方公務員給与についても、地方の意見を聞きつつ検討する」とされていることから、地方からの意見について十分に踏まえた検討を政府に対して要請すること。

③　2006年度の給与構造改革ではブロック別の官民較差を用いたが、今度は、都道府県別に低い方から４分の１の12県を１つのブロックとして、新たに見直しを行うとしている。こうした作業を行わなくてはならない説明が一向になされていないことから、早急に明らかにするように関係方面へ要請すること。

④　人事院は「民間賃金の低い地域を中心に、地域の公務員給与が高いのではないかとの指摘が依然としてある」として、地域間配分見直しの理由としている。「指摘がある」の根拠が明らかでないほか、国家公務員へ措置されている地域手当の異動保障のあり方や広域異動手当や本府省業務調整手当の措置の実態などを総合的に考慮して、公務員給与への批判に対する説明を人事院が行うべきであるが、それが十分に行われていない。

⑤　東日本大震災からの復旧・復興のために、地元の職員はもとより、全国各地域から支援に入っているが、十分な手当もされない中で努力する職員に対する措置として極めて問題があり、今回の見直しから切り離して対応すべき。

（２）世代間配分の見直しについて

　①　「50歳台後半層職員の給与の逆格差に着目して見直しを行う」としているが、民間と公務員の人事管理の違いを踏まえた検討が必要なのに水準問題ばかりを優先して解決しようとしており、仮に合わせるならば50歳台前半もしくは40歳台後半への影響も懸念されるため、早急に見直しの手法などを明らかにすべき。

　②　50歳台後半層職員の見直しを行うなら、民間賃金よりは低いとされている若年層や40代後半層の水準引き下げを同時に示すことが必要だが、一切示されていないため、最低でも同時に示すよう検討すべき。

（３）その他の検討事項について

さらに、人事院は①諸手当の見直し（原資の範囲内で検討することとしており、現時点では、見直しの対象を決めていない）②昇給効果の見直し（上位の昇給号俸数と標準の昇給号俸数との差を縮小することについて検討）③技能労務職関係給与の見直し（官民における自動車運転手の給与水準を考慮した見直しについて検討）、④組織形態の変化への対応（部長と課長の間、課長と係長の間、係長と係員との間に位置付けられる従業員について2014勧告に向けて官民の給与比較の対象とする）について検討を行うとしている。
しかし、これらの検討課題について、現時点では明確な考え方が一切示されずに、見直しの姿勢ばかりが示されている。また、諸手当の検討項目に寒冷地手当の見直しも課題に上っている。

３．地方公務員法改正を進めるにあたっては、地方分権推進の立場からも地方６団体をはじめとした関係機関等の意見や要望を踏まえた手続きを進めるよう、政府等へ働きかけること。
以上

